
 

 

出先機関名：沖縄総合事務局 整理番号（ 10 ） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

農林水産省の地方農政局が所掌する業務、水産庁の漁業調整事務所が所掌する業務の

一部 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

 

【移譲する業務】 

  農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する以

下の業務であって、農産物検査を行う区域が一都道府県域内である登録検査機関の

登録、都道府県域内の関係業者等に対する立入調査等の業務について、都道府県へ

権限を移譲・付与する。 

・登録検査機関の登録・更新（法第 17 条から法第 19 条まで及び法第 21 条） 

・登録検査機関からの農産物検査結果の報告の受理（法第 20 条第 3項） 

・農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査機関等に対する

立入調査等（法第 30 条、法第 31 条） 

・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等（法第 22 条から法

第 24 条まで及び法第 32 条） 

・農産物検査の受検者の不正受検に対する処置（法第 16 条） 

・農産物検査に係る申出の受理及び措置（法第 33 条） 

 

【具体的な業務内容】 

 移譲する業務の具体的内容はそれぞれ次のとおり。 

①農産物の登録検査機関に関する登録等の業務 

  ・登録検査機関の登録・更新（５年ごと）・変更の登録 

 ②農産物検査の適正な実施を確保するための監視業務 

  ・農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査機関等に対す

る立入調査等 

  ・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等 

  

【移譲に当たっての条件等】 

１ 並行権限 

都道府県域内の農産物の生産者、輸入業者、売買取引業者、倉庫業者、登録検査

機関等に対する立入調査等については、国の並行権限を残すこととする。 

 

２ 人材等の整備 

移譲に当たっては、農産物検査の専門知識を要する者の確保・育成が必要。 

 

３ その他の業務 

農産物の登録検査機関に関し、次の事務について国へ報告する。 

 ・農産物検査の結果（定期） 

 ・登録検査機関の登録・更新の状況（随時） 

 ・登録検査機関に対する適合命令、改善命令、登録の取消し等の措置状況（随時）

様式１ 
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 ・農産物検査に係る申出の措置状況（随時） 

 

②食品産業その他の所掌に係る事業の発達、改善及び調整に関する事務（民間に対す
る助成、民間に対する広報啓発） 

 
【移譲する事務・権限名】 

容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入
検査等 

※一の都道府県内で完結する事業者に関する事務・権限を都道府県に付与 

 

【具体的な内容】 

１ 容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入

検査等の以下の業務であって、一の都道府県内で完結する事業者に関するものを都

道府県に付与する。ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。 

○省エネ法関係 

・指導及び助言（法第６条及び法第 60 条） 
・報告徴収及び立入検査（法第 87 条第３項及び第９項） 

○容器包装リサイクル法関係 

・報告徴収（法第３９条） 

・立入検査（法第４０条） 

○食品リサイクル法関係 
  ・報告徴収及び立入検査（法第２４条第１項～第３項） 

 

２ 具体的な業務の内容は、以下のとおり。 

○省エネ法関係 

・工場等におけるエネルギーの使用の合理化の適確な実施を確保するため必要があ

ると認めるときに実施できる、指導及び助言。 

・規定の施行に必要な限度で行うことができる、特定事業者等に対するエネルギー

の使用状況等に関する報告徴収及び工場等への立入検査。 

○容器包装リサイクル法関係 

・法律の施行に必要な限度において行うことができる、特定事業者に対する報告徴

収及び事務所、工場等への立入検査。 

○食品リサイクル法関係 

・法律の施行に必要な限度において行うことができる、食品関連事業者等に対する

報告徴収及び事務所、工場等へ立入検査。 

 

なお、容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法の制度等に係る民間

に対する広報啓発については、特段、事務・権限を移譲しなくても都道府県において

実施しうるものである。 

 

【事務・権限の付与に当たっての条件等】 

１ 国においても引き続き事務・権限を実施。 

２ 国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が整

備されることが必要。 

３ 関係法の改正は一括法で行われる必要。 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

－ 
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関係職員数 ①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

・３名の内数 

②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等  

・２名の内数 

事務量（アウトプ

ット） 

①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

・登録検査機関の登録・更新 

⇒登録検査機関：２ 機関（22年度） 

・登録検査機関からの検査結果報告取りまとめ 

  ⇒登録検査機関：２ 機関（22年度） 

（検査結果の報告回数：米20回（22年度）） 

・農林水産大臣による改善命令、適合命令、登録取消し等（平成13年度以降０件）

  ⇒登録検査機関等に対する立入調査等：年間８回（21年度） 

・農産物検査法違反業者の告発（平成13年度以降０件） 

 

②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等

省エネ法関係… 

指導件数【工場】19 年度  0    20 年度  0   21 年度  0 
【荷主】19 年度  －   20 年度  －   21 年度   0 

報告徴収件数【工場】19年度  0    20 年度  0    21 年度  0 
                        【荷主】19 年度  －    20 年度  －    21 年度  0 

立入検査件数【工場】19年度   0    20 年度   0    21 年度   0 
【荷主】19年度  －   20 年度  －    21 年度   0 

※ 荷主に係る指導、報告徴収及び立入検査は 21
年度から実施。 

容リ法関係…  
      報告徴収件数    ：19 年度   0    20 年度   4    21 年度   0 

       立入検査件数    ：19 年度   0    20 年度   0    21 年度   0 
                
食リ法関係…  

       報告徴収件数    ：19 年度   5    20 年度   0    21 年度   0 
       立入検査件数    ：19 年度   0    20 年度   0    21 年度   0 

※ 定期報告は20年度から実施。 

備考 ①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

移譲後の国の役割 

・ 農産物検査規格の設定・改廃（銘柄設定・改廃を含む） 

・ 農産物検査規格の品位規格における検査標準品の作製・配布 

・ 複数の都道府県を区域とする登録検査機関に係る登録等の業務 

 

②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等  

共管省庁との調整が必要。 

 

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

農産物検査法（同法施行令、同法施行規則等の関係法規を含む。）の改正を必要

とする。なお、法改正は一括法で行われる必要。 
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②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等  

容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法（これらの法律に係る

施行令、施行規則等の関係法規を含む。）の改正を必要とする。なお、法改正は一

括法で行われる必要。 

 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

本権限の移譲及び人員の移管については、地方との協議及び調整が必要であり、

地域主権改革全体の中で検討されることが不可欠。 

特に、都道府県における農産物検査に係る専門知識を要する人材の確保、育成の

方法等について、地方との協議及び調整が必要である。 

また、人材の育成に当たっては、実務面の知識習得等に一定の期間を要するこ

とに留意する必要。 

 

②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等  

本権限の移譲については、地方との協議及び調整が必要であり、地域主権改革全

体の中で検討されることが不可欠。 

特に、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査等を都道府県

に付与することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、

都道府県において的確な業務実施体制が整備されることが前提であり、当該内容

について、地方との協議及び調整が必要。 

 

移譲の時期 ①農産物検査法に定める登録検査機関の指導・監督その他の農産物検査に関する事務

・地方との協議・調整の完了後、法案提出。（法改正は一括法で行われる必要。） 

・法案成立後、一定の移行期間を設け、円滑な移譲を図る。 

 

②容器包装リサイクル法、食品リサイクル法及び省エネ法に基づく報告徴収・立入検査等 

・地方との協議・調整の完了後、法案提出。（法改正は一括法で行われる必要。） 

・法案成立後、一定の移行期間を設け、円滑な移譲を図る。 

 

備考  
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出先機関名：内閣府沖縄総合事務局 整理番号（１３） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

経済産業省の経済産業局が所掌する業務 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

① 商工会議所に係る許認可・監督に関する事務 

商工会議所法に基づく定款変更の認可 

② 工業標準化法（JIS 法）に基づく事業所への立入検査等の事務 

一の都道府県内にのみ事業所等がある認証製造業者等に対する JIS 法に基づ

く報告徴収・立入検査（併行権限） 

③ 中小企業の取引の適正化、事業活動の機会の確保に関する事務 

下請代金法に基づく報告・検査（併行権限） 

④ 中小企業の交流又は連携及び組織に関する事務 

一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会

に関する許認可等 

⑤ 割賦販売法に基づく前払式割賦販売業者、前払式特定取引業者、包括クレジ

ット事業者、個別クレジット事業者に対する許可・登録、立入検査、処分等

に関する事務 

一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する割賦販売法に

基づく報告徴収・立入検査（併行権限） 

⑥ 消費生活用製品安全法等に基づく消費生活用製品等の製造・輸入業者への立

入検査等の事務 

一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用製品等の製造

業者・輸入業者に対する報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガ

ス用品、液化石油ガス器具等、家庭用品）（併行権限） 

⑦ 各種リサイクル法の施行等リサイクルの推進 

一の都道府県内にのみ事業所等のある特定事業者等に対する容器包装リサイ

クル法等に基づく報告徴収及び立入検査（容器包装・家電・食品リサイクル、

資源有効利用）（併行権限） 

⑧ エネルギーの使用合理化に関する事務 

一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への措置

に関する事項（指導助言、報告徴収・立入検査 等）（併行権限） 

⑨ 品確法の施行に関する事務 等 

給油等事業所が一の都道府県内にある揮発油（ガソリン）販売業者等に対す

る揮発油等の品質確保等に関する法律に基づく報告徴収、立入検査等（併行

権限） 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

― 

関係職員数 ６１名（経済産業省定員の１名を含む）の内数 

様式１ 
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事務量（アウトプ

ット） 

① 商工会議法に基づく定款変更の認可 

 19 年度 20 年度 21 年度 

定款変更の認可 0 1 2 

② JIS 法に基づく事業所への立入検査等の事務 

認証製造業者等に対する立入検査数 5 件／年(19～21 年度の平均) 

③ 下請代金法に基づく検査、勧告等（事業者に対する報告・検査の権限） 

 19 年度 20 年度 21 年度 

下請事業者からの申告 1 0 0 

立入検査等 4 4 5 

改善指導 3 2 5 

④ 一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会

に関する許認可等の権限 

所管組合数：協業組合 0件、商工組合 2件、商工組合連合会 0件（平成 21 年

度末） 

手続き件数：19 年度 3件 20 年度 5件 21 年度 4件（うち決算関係書類など

の受理 2件、役員変更届出の受理 2件 定款変更認可 0件）  

⑤ 一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する報告徴収・立

入検査の権限 

包括クレジット業者に関する事務(報告徴収※※2 件、立入検査※0 件) 

個別クレジット業者に関する事務(報告徴収※※4 件、立入検査※※※1 件) 

※19～21 年度平均、※※22 年 4 月～23 年 1 月末の数値、※※※22 年 6 月～

23 年 1 月末の数値 

⑥ 一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用品等の製造業

者・輸入業者等への報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用

品、液化石油ガス器具等、家庭用品） 

1)消費生活用製品安全法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

2)電気用品安全法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

3)ガス事業法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

4)液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 

5)家庭用品品質表示法 

 19 年度 20 年度 21 年度 

報告徴収 0 0 0 

立入検査 0 0 0 
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⑦ 事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査（容器包装・家電・

食品リサイクル、資源有効活用） 

1)容器包装リサイクル法 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

2)家電リサイクル法 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 14 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 12 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 17 

3)食品リサイクル法 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

4)資源有効利用促進法 

(19 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(20 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

(21 年度) 報告徴収 0 立入検査 0 

 

⑧ 一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への指

導・助言、報告徴収・立入検査等 

 20 年度 21 年度 

報告徴収・立入検査等 14 2 

⑨ 給油所等事業所が一の都道府県内にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び

灯油販売業者の報告徴収・立入検査 

 19 年度 20 年度 21 年度 

揮発油販売業者からの登録／変更登

録、廃止等の届出受付業務 

259 291 1744 

立入検査(件／年) 8 4 4 
 

備考  

  

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

① 商工会議法に基づく定款変更の認可 

・「商工会議所法」「商工会議所法施行令」「商工会議所法施行規則」の改正 

② 工業標準化法（JIS 法）に基づく事業所への立入検査等の事務 

・「工業標準化法」「工業標準化法に基づく認証機関等に関する政令」「都道府

県知事の報告に関する省令」の制定 

③ 下請代金法に基づく検査、勧告等（事業者に対する報告・検査の権限） 

・「下請代金支払遅延等防止法」「下請代金支払遅延等防止法施行令」の改正、

省令等の制定 

④ 一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に

関する許認可等 

・「中小企業団体の組織に関する法律施行令」の改正 

⑤ 一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する報告徴収・立

入検査の権限 

・「割賦販売法施行令」の改正 

⑥ 一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用品等の製造業
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者・輸入業者等への報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用

品、液化石油ガス器具等、家庭用品） 

・「消費生活用製品安全法施行令」の改正 

・「電気用品安全法施行令」の改正 

・「ガス事業法施行令」の改正 

・「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令」の改正 

・「家庭用品品質表示法施行令」の改正 

⑦ 事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査（容器包装・家電・食

品リサイクル、資源有効活用） 

・「容器包装リサイクル法施行令」「容器包装リサイクル法規則」の改正 

・「特定家庭用機器再商品化法」「特定家庭用機器再商品化法施行令」「特定家

庭用機器再商品化法施行規則」の改正 

・「食品リサイクル法」「食品リサイクル法施行令」「食品リサイクル法施行規

則」の改正 

・「資源有効利用促進法」「資源有効利用促進法施行令」「資源有効利用促進法

施行規則」の改正 

⑧ 一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への指

導・助言、報告徴収・立入検査等 

・「エネルギーの使用の合理化に関する法律」「エネルギーの使用の合理化に

関する法律施行令」の改正 

⑨ 給油所等事業所が一の都道府県内にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯

油販売業者の報告徴収・立入検査 

・「揮発油等の品質の確保等に関する法律」の改正 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

① 商工会議法に基づく定款変更の認可 

・所要の規制緩和（副会頭や議員定数をはじめとする法令・通達上の諸規制の

可能な限りの緩和、届出制への変更等）を含めて検討することが必要。 

②工業標準化法（JIS 法）に基づく事業所への立入検査等の事務 
・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一の
都道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、ＪＩＳマークが
表示された鉱工業品の規格不適合品が国内で広く流通するおそれがあり、全
国的かつ緊急の対応が必要となることもあること、また、全国一律の法の運
用を図る観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 

・当該報告徴収・立入検査は対象となる鉱工業品のＪＩＳ規格への適合性及び
製造業者等の品質管理体制について、高度な技術的知見に基づく確認が必要
であることから、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに
構築することが必要。 

③下請代金法に基づく検査、勧告等（事業者に対する報告・検査の権限） 

・親事業者等の事業範囲は広範囲にわたることが多く、都道府県域を越えて

事業展開を行っている場合が少なくないことから、そのような場合に対応す

るために地方経済産業局においても引き続き報告・検査を実施すること。 

・都道府県が行う報告・検査の範囲等、移譲にあたり整理すべき事項につい

て地方との協議が必要。 

④ 一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に

関する許認可等 

・なし。 

⑤ 一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する報告徴収・立

入検査の権限 

・法の規制をより機動的に執行する観点から権限の付与を検討するものであ

り、一の都道府県内にのみ事業所等を有するクレジット業者であっても、消
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費者の利益の侵害は都道府県を跨いで生じるおそれがあること、また、全国

一律の法の運用を図る観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 

・報告徴収・立入検査は、各種規制の実効性確保という観点から行われるも

のであることから、担当者は割賦販売法に加え消費者保護法制等にも精通し

ている必要がある。 

⑥ 一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用品等の製造業

者・輸入業者等への報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用

品、液化石油ガス器具等、家庭用品） 

・法の規制をより機動的に執行する観点から権限を付与するものであり、一

の都道府県内にのみ事業所等を有する製造業者等であっても、当該製品が国

内で広く流通し国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えるおそれ

があり、全国的かつ緊急の対応が必要となることもあること、また、全国一

律の法の運用を図る観点から、国も引き続き実施する。（併行権限） 

1) 消費生活用製品安全法 

・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＣマークの貼付確認とは異な

り、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び検

査の実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であることか

ら、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築すること

が必要。 

2) 電気用品安全法 

・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＥマークの貼付確認とは異

なり、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及び

検査の実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であるこ

とから、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築する

ことが必要。 

3)ガス事業法 

・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＴＧマークの貼付確認とは

異なり、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性及

び検査の実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要である

ことから、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築す

ることが必要。 

4)液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

・当該報告徴収・立入検査は販売店に対するＰＳＬＰＧマークの貼付確認と

は異なり、対象となる製品の技術基準への適合確認等、試験データの妥当性

及び検査の実効性等についての高度な技術的知見に基づく精査が必要であ

ることから、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県がそれぞれに構築

することが必要。 

5)家庭用品品質表示法 

・当該報告徴収・立入検査は、消費者からの苦情や市場モニタリング等の結果

を受け、当該製品に貼付されている表示について、その表示されている事項

が「表示の標準（家庭用品品質表示法第三条）」で規定する技術的要件を満た

しているかを、当該製品の試験データをＪＩＳ規格等と照合するなどして確

認・精査するものであるため、技術的知見を有する職員の体制を各都道府県

がそれぞれに構築することが必要。 

⑦ 事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査（容器包装・家電・食

品リサイクル、資源有効活用） 

1)容器包装リサイクル法 
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・事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道府県に付与

することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、都

道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としているた

め、当該内容について、地方側との調整が必要。 

2)家電リサイクル法 

・当該事務は、国も引き続き実施することとしており、また、法の全国一律

の運用を行う観点から、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立

入検査を都道府県に付与することを検討するに当たっては、国による指示、

基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が整備されるこ

とを前提としている。（併行権限） 

・さらに、当該事務は、廃棄物処理法等の廃棄物行政についての知見のみなら

ず、家電リサイクル法そのものの理解に加え、法の義務履行のため製造業者

等が自主的に整備しているリサイクルシステムや家電リサイクル券の運用に

ついての知見等が必要であることから、それらに熟知した職員の体制を各都

道府県がそれぞれに構築することが必要。 

3)食品リサイクル法 

・事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道府県に付与

することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、都

道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としているた

め、当該内容について、地方側との調整が必要。 

4)資源有効利用促進法 

・事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道府県に付与

することを検討するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、都

道府県において的確な業務実施体制が整備されることを前提としているた

め、当該内容について、地方側との調整が必要。 

⑧ 一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への指

導・助言、報告徴収・立入検査等 

・事業者は都道府県域を越えて事業展開を行っている場合が少なくないことか

ら、エネルギー使用に関する情報を一元的に管理し、「事業者全体の状況」と

「個々の事業者の状況」の両者を踏まえて事業者の取組を評価し立入検査等

を実施する必要性に鑑み、当該事務は引き続き経済産業局も実施する。（併行

権限） 

・その上で、事業所等が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査を都道

府県に付与するに当たっては、国による指示、基準の設定等を認め、国が作

成した統一的な指導方針に基づき、都道府県において、省エネ法の趣旨に即

した的確な業務実施体制が整備される場合に限り、都道府県への併行権限の

付与を検討していく。 

⑨ 給油所等事業所が一の都道府県内にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯

油販売業者の報告徴収・立入検査 

・品確法及び揮発油（ガソリン）等の危険物の品質に関する知識を持った職員

を最低 2名以上充てる必要がある（立ち入り検査を実施に当たっては、ダブ

ルチェックや客観性の担保等の観点から最低 2名の職員が必要）。 

・揮発油等に異物が混入した場合、被害が都道府県を越えて全国的に広がるこ

とから、全国の販売所等に対する統一的な緊急措置としての指示が必要であ

ること等から、引き続き局も実施する。（併行権限） 

・立入検査・報告徴収は、経済産業大臣が品確法違反者に対する事業停止命

令等を科すかどうか等の判断を下すのに必要な情報の収集を目的とするも
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のであることから権限移譲に当たっては、全国一律の基準の下、経済産業省

又は経済産業局に事前の連絡や結果の報告を行うなど緊密な連携体制を構

築することが必要。 

・また、改善策などの事業者との調整に基づく当面の措置・指導に関しては、

全国で事業を展開する石油元売企業や複数都道府県で事業を展開する大手特

約店の経営判断とも密接に関連する場合等には、経済産業省と当該企業との

連絡調整の結果を適切に反映することが必要となる。 

 

移譲の時期 ① 商工会議法に基づく定款変更の認可 

・条件等について地方側及び日商との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、

法案成立後に移譲 

② 工業標準化法（JIS 法）に基づく事業所への立入検査等の事務 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

③ 下請代金法に基づく検査、勧告等（事業者に対する報告・検査の権限） 

・条件等について地方側との調整完了後、法案等を提出し、法案成立後に移

譲。 

④ 一の都道府県を区域とする特定業種の協業組合、商工組合、商工組合連合会に

関する許認可等 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

⑤ 一の都道府県内にのみ事業所等があるクレジット業者に対する報告徴収・立

入検査の権限 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

⑥ 一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在する消費生活用品等の製造業

者・輸入業者等への報告徴収・立入検査（消費生活用品、電気用品、ガス用

品、液化石油ガス器具等、家庭用品） 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

⑦ 事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査（容器包装・家電・食

品リサイクル、資源有効活用） 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

⑧ 一の都道府県にのみ事業所等がある省エネ法に基づく特定事業者等への指

導・助言、報告徴収・立入検査等 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

⑨ 給油所等事業所が一の都道府県内にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯

油販売業者の報告徴収・立入検査 

・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案

成立後に移譲 

 

備考  
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アクション・プランに基づく移譲に向けた取り組みを実施する項目及びその実

施に向けた工程表等の検討について 

 
以下の事務については、直轄事業の一部が地方に移管される場合に、併せて移譲されるも

のである。 

出先機関名：沖縄総合事務局 

（国土交通省の地方整備局が所掌する事務） 
整理番号（ 16 ） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 
地方整備局の行う入札及び契約等に関する事務（地方移譲に係るもの）

自己仕分けの際

の事務・権限名 
事業評価及び費用の縮減に関する事務（地方自治体事業に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 
技術的審査、検査及び調査に関する事務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 
入札及び契約制度の技術的事項に関する事務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 
積算基準に関する事務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 

建設機械類・電気通信施設・情報システムの整備及び運用等に関する事

務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 
防災業務計画等の策定に関する事務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 

直轄事業に係る土地等の収用、使用、買収及び寄附並びにこれらに伴う

地上物件の移転及び損失補償に関する事務（地方移譲に係るもの） 

自己仕分けの際

の事務・権限名 

土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準等に関する事務（地方移譲

に係るもの） 
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出先機関名：沖縄総合事務局 整理番号（１８） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

国土交通省の地方運輸局が所掌する業務 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

（移譲する事務・権限名） 

自動車運転代行業の認定業務等 

（具体的な内容） 

 ・公安委員会からの認定・認定取り消し協議に対する同意 

 ・公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 

 ・公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 

・約款届出の受理 

・公安委員会への営業停止命令の要請 

・公安委員会が行った指示に関する通知の受理 

・自動車運転代行業者への立入検査 

・自動車運転代行業者への指示等の行政処分 

 ・指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 等 

予算の状況 

（単位:百万円） 

－ 

関係職員数 ８７人（国交本省定員の４名を含む）の内数 

事務量（アウトプ

ット） 

           （平均業務量は平成１７年度～平成２１年度実績の平均） 

事業種別  平均業務量 

公安委員会からの認定・認定取り消し協議件数 協議件数 97

公安委員会からの変更届出に関する通知の受理 受理件数 254

公安委員会からの認定証返納に関する通知の受理 受理件数 28

約款届出の受理 受理件数 0

公安委員会への営業停止命令の要請 要請件数 0

公安委員会が行った指示に関する通知の受理 受理件数 0

自動車運転代行業者への立入検査 検査件数 6

自動車運転代行業者への指示等の行政処分 処分件数 20.8

指示等の行政処分を行った旨の公安委員会への通知 通知件数 20.8

備考 上記の事務・権限は、地方自治法第２条第８項に規定する自治事務として移譲する。

  

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律、自動車運転代行業の業務の適正

化に関する法律施行令等の関係条項（改正が必要な法令、条項等の精査には内閣

法制局との調整が必要） 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

－ 
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移譲の時期  貴室において、地方側の権限受入意思の確認等の所要の調整が完了し、権 

限移譲に係る政府全体の一括法案が国会に提出・同法案が成立した後、移譲。 

備考  
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出先機関名：法務局・地方法務局 整理番号（１３） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

人権擁護に関する事務 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

か に 着 手 す る 事

務・権限の具体的な

内容 

（移譲する事務・権限名） 

  人権擁護に関する諸事務のうち，人権啓発活動地方委託事業の中のネッ

トワーク事業を除く事務 

（具体的な内容） 

国民の人権を擁護することは憲法上の要請であり，さらに国自らが人権擁護

を行うことは国際的要請でもある。このことから，国は，基本的人権尊重の理

念を国民一人一人に浸透させ，その理念を普及させるために人権啓発活動を実

施しているところ，国が行うべき人権啓発活動の一部については，都道府県及

び政令指定都市等へ委託して実施している（これを「人権啓発活動地方委託事

業」という。）。 

人権啓発活動地方委託事業は，(a)ネットワーク事業（法務局，地方法務

局，都道府県，市区町村，公益法人等が各地で横断的なネットワークを形

成し，構成員による効果的な共同啓発活動となるよう，ネットワークの中

で国が直接マネージメントを行い全国的に一定水準の人権啓発活動を確保

するもの）と，(b)非ネットワーク事業（地方自治体が各地域の実情を反映

させるなど独自性を活かして実施するもの）に分類されるが，このうち，

(b)の非ネットワーク事業が「移譲すると整理した事務」に該当する。 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

８０２百万円（平成２３年度予算） 

関係職員数 法務局・地方法務局においては，上記の事務を行うための専任の職員は配

置されていない。上記事務は，法務局・地方法務局において実施する人権擁

護に関する事務の一部のものであり，関係職員数を算定するのは困難である。

事務量（アウトプッ

ト） 

 

 

委託先及び執行金額     

 年度 平成１９年 平成２０年 平成２１年

 地方自治体数 501 505 511

 
執行金額 

（百万円） 
1,123 1,008 937

 

備考  
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改正を要す

る法令等の

事項 

 特になし。（ただし，下記の財源移譲の仕方によっては法令等の改正の可

能性あり。） 

条件等の解

決のための

方策等 

今回の移譲のための検討の対象となっている事業（人権啓発活動地方委託

事業の中のネットワーク事業を除く事業）については，現在，国が都道府県

及び政令指定都市に対し委託を行い，都道府県が必要に応じて，市町村に再

委託を行っているが，事業を移譲するに当たって，財源の移譲の仕方（補助

金とするのか，地方交付税とするのか，又はその他の方法とするのか，移譲

先を都道府県及び政令指定都市のみとするのか，各市町村にも移譲するのか

等）について地方自治体や関係省庁と十分な協議・検討を行い，移譲の方法

を確定する必要がある。 

そして，移譲のための条件として提示した人権啓発活動が確保されるため

に採り得る方策として何が相当であるのかについては，財源の移譲方法とも

併せて検討する必要がある。 

すなわち，現在の委託の仕組み（地方自治体から事業計画の提出を受け審

査をした上で委託を行い，人権啓発活動実施後も報告を受けて確認してい

る。）に替わる人権啓発活動の確保のための方策の一つとして，地方自治体

が実施した人権啓発活動について何らかの報告を求め，それによって事後的

な確認をするということが考えられるが，財源の移譲方法いかんによって，

どのような仕組みの中でこれが実現可能か，また，これ以外に人権啓発活動

の確保のための方策があり得るかについて，地方自治体と協議を行い検討す

る必要がある。 

また，法務省においては，現在，パリ原則（国連総会で採択された，国内

人権機構の権限・責務，構成等についての指針を提供する原則）に適合する

新たな人権救済機関の設置についての検討を進めている。同原則に照らせば，

一定水準の人権啓発活動の確保は，同機関が担うことが求められており，人

権啓発活動に関する国と地方自治体との役割分担については，同機関の機

能・権限と併せて検討されるべき問題であるから，上記方策を検討するに当

たっては，同機関の設置に関する法案の検討状況も踏まえる必要があると考

えている。 

 

移譲の時期  財源の移譲方法や条件として掲げた方策についての協議が整った後に移

譲。 

工 
 

程 

備考  上記事業は，全国一律に移譲する必要があるところ，各地方自治体の意向

が不明である現時点において，上記の各種協議，検討を直ちに開始すること

は困難である。 
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出先機関名：厚生労働省地方厚生（支）局 整理番号（4） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

医療法人（広域）等の監督 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

（委譲する事務・権限名） 

○医療法人（広域）等の監督 

 

（具体的な内容） 

・医療法人の定款又は寄附行為の変更の認可に関する事項 

・事業報告書等の届出に関する事項 

・医療法人からの報告聴取、立入検査に関する事項 

・医療法人の法令等の違反に対する措置命令に関する事項 

・社会医療法人の認定 等 

 

（条件） 

・業務を適時適切に実施することの可能な人員体制が整備されること 

・２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の場合に、都道府県間で緊

密な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることによ

り、適正かつ効率的な指導監督事務が実施されることが必要 

・なお、２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の監督を都道府県に

移譲する場合には、当該医療法人について、設立の認可や社会医療法人の認定も都

道府県が行うこと 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

監視監査指導等経費 ３８百万円の内数（平成 22 年度予算） 

関係職員数 42 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

 

事務量（アウトプ

ット） 

1.所管医療法人数 
 H19 771 H20 803 H21 828 
2.定款変更認可件数 
 H19 514 件 H20 642 件 H21 364 件 
3.非医師又は非歯科医師の理事長の選任認可件数 
 H19 3 件 H20 1 件 H21 4 件 
4.特別代理人の選任認可件数 
 H19 6 件 H20 8 件 H21 9 件 
5.事業報告書等の受理及び審査件数 
 H19 674 件 H20 728 件 H21 828 件 
6.役員変更届の受理および審査件数 
 H19 544 件 H20 676 件 H21 667 件 
7.登記届の受理及び審査件数 
 H19 592 件 H20 679 件 H21 803 件 
8.特定医療法人が厚生労働大臣の定める基準を満たす旨の証明件数（医療法人（広域）
以外も含む） 

様式１ 
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 H19 438 件 H20 459 件 H21 445 件 

 

備考  

  

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

・医療法第 68 条の２ 等 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

・アクションプランに記載されているとおり、国から地方への人材の移管等も含め、

技術や専門性を有する人員体制の確保について、地方と協議を行う。 

・２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の場合に、都道府県間で緊

密な連携体制が構築され、また、都道府県間で役割分担が適切になされることによ

り、適正かつ効率的な指導監督事務が実施されることを確認するため地方と協議を

行う。 

・なお、２以上の都道府県の区域に医療機関を開設する医療法人の監督を都道府県に

移譲する場合には、当該医療法人について、設立の認可や社会医療法人の認定も都

道府県が行うことを確認するため地方と協議を行う。 

 

移譲の時期 ・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案 

成立後に移譲。 

 

備考  
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出先機関名：厚生労働省地方厚生（支）局 整理番号（5） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

国開設病院等の監督 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

（移譲する事務・権限名） 

○国の開設する病院等の医療法に関する手続き 

 

（具体的な内容） 

・国の開設する病院等についての開設承認等並びに管理者の管理等の承認に関する事
項で重要なもの 

・国の開設する病院等についての使用承認に関する事項 
・国の開設する病院等の開設承認事項の変更の承認に関する事項 

・国の開設する病院等についての施設の使用制限等並びに管理者の変更の申出に関す

る事項 

・国の開設する診療所の通知等に関する事項 等 

 

（条件） 

 国の開設する病院等は、主に地域医療を担う一般の医療機関とは異なり、高度又は

先駆的な医療の提供や最先端の医療の研究開発等の政策目的を達成するためのもの

である。したがって、例えば国が精神疾患専門の病院を開設する場合や触法病棟やハ

ンセン病療養所の病床変更の手続を行う場合等について、政策医療の提供に支障をき

たすことがないよう、以下の方策を講じることとした上で、都道府県等に委譲するこ

とは可能である。 

 

 ・厚生労働省が、国開設病院等の開設等の動向について最新の情報を把握で 

きるような体制が確保されること 

・政策医療を提供する観点から国開設病院等に与えられている法令に基づ 

く特例的な取扱いが引き続き確保されること 

 ・業務を適時適切に実施することの可能な人員体制が整備されること 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

国立医療機関使用前検査実施経費 3百万円(平成 22 年度予算) 

関係職員数 104 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウトプ

ット） 

開設承認事項の変更・使用の承認件数 
H19 1,847 件 H20 1,851 件 H21 2,004 件 

 

備考 ・国の開設する病院等としては、宮内庁、総務省、法務省、財務省、林野庁、防衛省

等が所管するもの並びに国立ハンセン病療養所、（独）国立高度専門医療センター、

（独）国立病院機構の開設する病院等がある。 
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工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

・医療法施行令第１条、第３条、第３条の３、第４条、第４条の２、第４条の５ 

・医療法施行規則第 43 条の３ 等 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

○委譲に当たっては、セーフティネットとして提供される医療を全国一律に確保す

るため、以下の観点等に留意しながら、関係省庁と地方との間で事前協議が行わ

れること。 

・厚生労働省が、国開設病院等の開設等の動向について最新の情報を把握できる

ような体制が確保されること。 

・政策医療を提供する観点から国開設病院等に与えられている法令に基づく特例的

な取扱いが引き続き確保されること。 

○また、アクションプランに記載されているとおり、国から地方への人材の移管等も

含め、技術や専門性を有する人員体制の確保について、地方と協議を行う。 

移譲の時期 ・条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法令改正を行い、移譲。 

備考  
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出先機関名：厚生労働省地方厚生（支）局 整理番号（6‐①） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

指定医療機関等の指定 

 ・「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

（移譲する事務・権限名） 

○「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に規定する指定医療機関の指定 

 

（具体的な内容） 

・指定医療機関の指定 
・指定医療機関の指定の取消 

・指定医療機関に係る報告徴収    等 

（条件） 

 ・業務を適時適切に実施することの可能な人員体制が整備されること。 

 

予算の状況 

（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 69 人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウトプ

ット） 

・原子爆弾被爆者に対する指定医療機関の指定 
(1) 指定医療機関数 

H19 875 H20 1,048 H21 1,413 
(2) 指定件数 

H19 45 件 H20 180 件 H21 394 件 
(3) 指定の取消し件数 

H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件  
(4) 変更届等の受理件数 

H19 10 件 H20 44 件 H21 22 件 
(5) 指定の辞退の申し出の受理件数 

H19 5 件 H20 12 件 H21 36 件 

 

備考  

  

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令第２２条第１項 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則第７６条第１号 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

アクションプランに記載されているとおり、国から地方への人材の移管等も含め、

技術や専門性を有する人員体制の確保等について、地方と協議を行う。 

移譲の時期 条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法令改正を行い、移譲。 
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備考  
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出先機関名：厚生労働省地方厚生（支）局 整理番号（6‐②） 

移譲に向けて速やかに着手する事務・権限の工程案 

自己仕分けの際の

事務・権限名 

指定医療機関等の指定 

・特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 

【移譲に向けて速やかに着手する事務・権限】 

移譲に向けて速や

かに 着手する 事

務・権限の具体的

な内容 

（移譲する事務・権限名） 

特定感染症指定医療機関からの報告聴取等 

（具体的な内容） 

厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、特定感染症指定医
療機関の管理者に対して必要な報告、又は診療録その他の帳簿書類を検査させること
ができるというもの。 
（条件） 

 業務を適時適切に実施することの可能な人員体制が整備されること。 

予算の状況 

（単位:百万円） 

共通経費等の内数(平成 22 年度予算) 

関係職員数 ６９人の内数(平成 22 年 7月 1日現在) 

事務量（アウトプ

ット） 

・特定感染症医療機関からの報告聴収等 
 (1)指定医療機関数 

H19 3 件 H20 3 件 H21 3 件 
 (2)病床数 
    H19 8 H20 8 H21 8 
  (3)報告の受理件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 
  (4)立入調査件数 
  H19 0 件 H20 0 件 H21 0 件 

 

備考  

  

工 
 

程 

改 正 を要す

る 法 令等の

事項 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 43 条第１項 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則第 32 条第１号 

条 件 等の解

決 の ための

方策等 

アクションプランに記載されているとおり、国から地方への人材の移管等も含め、

技術や専門性を有する人員体制の確保等について、地方と協議を行う。 

移譲の時期 条件等について地方側との調整完了後、可及的速やかに法案提出し、法案 

成立後に移譲。 

備考  

 

様式１ 

31

CO884520
長方形




